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研究要旨 

 生活習慣病の一次予防に向けた諸政策の中でも、タバコへのアクセスを制限する規制の効

果に関して経済分析を行った。本研究では、従来研究とは異なり、喫煙者に対して一つもし

くは複数のタバコ製品へのアクセスを制限した場合に、製品選択や購買量への変化があるか

どうかについて予測を行うため、自然実験的な手法を用いて検証を行った。インテージ社に

よる消費者購買データを使って、2011年から 2014 年にかけてのおよそ１万５千人の喫煙者の

タバコ購買行動に関する観察データ分析を行い、タバコ製品の供給規制によって消費者はよ

りタールやニコチンの弱い製品を好むようになること、購買本数が減少すること、さらにこ

れらの効果は長期的に持続することを発見した。喫煙抑制政策には規制の他、増税等の有力

な政策オプションがいくつもあるが、供給規制によって喫煙量を長期的に減らすことができ

る可能性をもった政策はこれまでほとんどなかったため、本研究の結果は今後のタバコ政策

を考えるうえで重要な基礎的エビデンスを提供していると考えられる。 

 

 

Ａ．研究目的 

非感染性疾患は生活習慣に起因することが

良く知られている。従って非感染性疾患の一

次予防では生活習慣の改善を目的とすること

が多い。中でも、喫煙、飲酒、食事、運動習

慣といった健康行動の変容が重要とされてい

る。 

喫煙抑制のために世界中であらゆる政策介

入が行われている。中でも、課税によってタ

バコを買いにくくしたり、規制によってタバ

コ商品へのアクセスを制限することは一般的

であるし費用対効果が高い政策だと考えられ

ている。[1] 

その一方、これらの増税・規制政策の効果

は短期的には大きいものの、長期的には必ず

しも効果が持続しないことが分かっている。

したがって、より効果的な規制政策の考案は

喫緊の課題である。 

本研究の目的は、特定のタバコ製品に対す

る供給制限がタバコ消費に与える潜在的な効

果を予測することである。従来研究のような

年齢・場所（公共施設等）・時間（日曜日の販

売規制等）に着目した規制の分析は行わな

い。[2-6]  本研究では、仮にあるタバコ製品

を永久に禁止した場合、その愛好者は喫煙を

減らすだろうかという、根本的な問題意識を

持った分析を行う。現状において現実にその

ような政策を施行できる可能性が高いわけで
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はないが、近年では国際的に電子タバコの禁

止等の措置が取られるなど類似した規制政策

がみられる。[7] したがってタバコの供給規

制の潜在効果の検証は有用であると考える。 

本報告書は同一著者によるより詳細なワー

キングペーパーを基にしている。本報告書に

関するより詳しい分析等についてはそちらを

参照されたい。[8] 

 

Ｂ．研究方法 

 タバコの購買行動を分析するため、インテ

ージ社による消費者購買データを分析する。

このデータは全国からおよそ 7万 5千人の消

費者が自宅消費のために購入した食品・嗜好

品等についてホームスキャナーによって記録

したデータであり、本データにはおよそ１万

5千人程度のタバコ製品購入者が含まれる。 

 現実にはタバコの供給規制政策は行われて

いない。従って、自然実験的な手法を用いて

その潜在効果を推定する。2011 年の東日本大

震東日本大震災では日本たばこ産業株式会社

（JT）の工場も被災した結果、JTはタバコ商

品のうち２３品目を廃盤した。廃盤になった

製品の愛好者たちは別のタバコ製品を選ぶ

等、製品選択や消費パターンの変更を余儀な

くされた。地震発生による偶然の工場の被災

による廃盤の影響を「見做し実験」として、

影響を受けた廃盤商品の愛好者とその他のタ

バコ購買者との間で商品選択と消費にどのよ

うな違いが出たかを差の差の方法

（Difference in differences）を用いて分析

する。 

 

効果の推定は回帰分析により行った。 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖  =  𝛽𝛽0  +  𝛽𝛽1𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑖𝑖  +  𝛽𝛽2𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑡𝑡𝑡𝑡  +
 𝛽𝛽3𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑖𝑖  ×  𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖  +  𝜂𝜂𝑖𝑖 +
 𝜆𝜆𝑡𝑡  +  𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖    
𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖は消費者 iによる t月における製品選択も

しくは購買量を表す。𝛽𝛽3によって製品規制の

潜在的効果が推定される。コントロール変数

には消費者個人の性別、年齢、学歴等を入れ

ている。個人と月の固定効果をそれぞれ変数

として加えた分析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

 一次データを扱う研究ではなく、特段の配

慮は要しない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．製品選択への効果 

地震発生は 2011 年 3月であり、廃盤が決定し

てから対象製品の購入が見られなくなるまで

およそ半年程度かかった。 

 

図１にある通り、製品廃盤によって影響を受

けた消費者（処置群）と影響を受けなかった

消費者（対照群）との間で、2011年 8月以降

で「処置群」の購入したタバコ製品の一本あ

たりのタール量・ニコチン量（製品パッケー

ジ記載に拠る）が減ったことが分かった。こ

れは処置群の消費者がより「軽い」タバコ製

品を購入するようになったことを意味してい

る。回帰分析では、この効果はおよそタール

で一本あたり 0.27ミリグラム、ニコチンで一

本あたり 0.021ミリグラムの減少である。こ

れは一か月の消費で換算すると、タールでは

200ミリグラム、ニコチンでは 16ミリグラム

の減少に相当する。この製品選択への効果は

少なくとも四年間程度は持続した。 

 

２．購買量への効果 

図２に購買量の変化を示した。「処置群」の消

費者は「対照群」の消費者と比較して、月単

位で 20から 23本分の購買量を減らしたこと

が分かった。これは平均的なタバコ購買者の

20-23％の購買量の減少に対応する。タール・

ニコチンで測った購買量では、タールではお

よそ 137-230ミリグラムの減少、ニコチンで
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は 11-18 ミリグラムの減少があった（ニコチ

ンの分析結果の図は割愛）。これはタールで

26-32％の減少、ニコチンで 19-22％の減少に

対応する。 

 

Ｄ．考察 

本分析では、東日本大震災による工場の被災

を契機とした製品廃盤によって、影響を受けた

タバコ購買者の製品選択や購買量がどう影響

を受けたか分析を行った。その結果、製品選択

も購買量も統計的・政策的に有意な効果が見ら

れた。しかもその効果は数年間にわたり持続し

た。 

 

タバコ税による喫煙抑制では購買量に短期的

な効果しかみられず、しかも増税後にタール・

ニコチンの高いタバコ製品への切り替えが起

きることにより健康への悪影響は変わらない

という報告がある。[9-11] 一方で、本研究で

は持続的に購買量を減らす効果を見出した点

で従来研究とは対照的である。また、製品の供

給規制の結果の予想として影響を受けた消費

者は別の類似製品（タール・ニコチン量等）を

購入するようになるため購買量への効果は限

定的と考えることもできたが、実際には消費者

が類似製品を模索することは多くなく、製品選

択では従来からの愛好品のうち比較的タール・

ニコチン量の少ない「軽め」のタバコ製品を中

心に消費するようになることも分かった。 

 

Ｅ. 結論 

喫煙抑制政策として特定のタバコ製品の供

給を制限することにより消費者の製品選択や

購買量を変化させる潜在的なエビデンスを得

た。一方で、こうした行動の変化が起きるメカ

ニズムについては不確定なところがあり、継続

研究が必要である。 
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図１：製品選択への効果（左：一本当たりのタール、右：一本当たりのニコチン） 

                       

                                           

                                           

 図２：購買量への効果（左：本数、右：タール） 

                       

                     

                                                                     

                                             

                                             

                                             

                                             

                                             

                                             

                                             

 

  




